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自己紹介

政策学部教授、地域協働総合センター長、たんたんエナジー株式会
社取締役 

学位：　Ph.D. in Urban and Regional Studies, 　 
　　　　　University of Birmingham, UK 

職歴：　NPO法人グラウンドワーク福岡主任研究員 → 龍谷大学
LORC博士研究員 → 現在、龍谷大学政策学部教授 

専門：　持続可能性論、地域ガバナンス論 

現在の研究：　エネルギー政策による持続可能な脱炭素型地域社会
の実現
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本日の内容

市民参加のプロセスを通した市民のキャパシティ・ビル
ディング：　ローカル・アジェンダ21（LA21） 

人材の継続的な創出と定着：　継続教育と資格フレーム
ワーク
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ローカル・アジェンダ21 
（Local Agenda 21：LA21）とは

1992年の「国連環境開発会議（地球サミット）」で、「持続可能な発展」の地域レベル
での実践ツールとして設定 

参加型・パートナーシップ型の戦略的行動計画の策定プロセスと実践に特徴 

日本では、同時期に登場した環境基本計画と混同、参加型・パートナーシップ型プロセス
の重要性への認識の欠如、などから次第に衰退 

オーストリアでは、LA21を「グッドガバナンスのモデル」として、すべての州にLA21の
支援組織を設置 

→  全自治体の約２割にあたる約430自治体と約40地域が取り組む 
→  「LA21は、市民が機会を捉え、持続可能性へのアイディアをプロジェクトで実現 
　　 できるように、市民の能力を高める」（BKUEMIT, 2021, pp.5-6） 

国際的には、多くの国々で現在も取り組みが進む　→  「古いシステム ＝ 使えない」とは
限らない
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ウィーン市におけるLA21の運営体制

5

460　 第4章　元気な社会を創る脱炭素　461

●オーストリアの事例：ローカル・アジェンダ21ウィーン
ローカル・アジェンダ21（以後、LA21）は、1992年の国連環境開発
会議において合意された、持続可能な地域社会を実現するための参
加型の戦略策定・実践プロセスです。日本では、京都市などごく一
部の自治体を除いてほぼ見られなくなりましたが、国際的には、さ
まざまな国々で活発な実践が続いています。
オーストリア・ウィーン市では、市が推進サポート組織となる
NPO「LA21ウィーン」を立ち上げ、運営予算の全額を拠出して活発
に取り組んでいます。LA21ウィーンは、社会学、都市計画、コミ
ュニケーションなどの専門家を雇用して、地域住民と区議会や市行
政との結節点としてプロフェッショナルなサポートを提供していま
す。地域住民の思いがLA21ウィーンのサポートによってプロジェ
クトになり、区議会との折衝を通して実現しています［→図表3、4］。
●コミュニティレベルの取り組みをいかに広げるか
２つの事例に共通する点が、①住民自らが地域課題に関心を持ち、
積極的に環境改善や脱炭素化への取り組みに参加している、②その
取り組みを支える支援組織が存在する、③プロセス全体が住民や関
係者に大きな学びの機会となり、それが地域力全体の向上につなが
っている、ことです。加えてLA21ウィーンでは、住民の意思が直
接地域運営に反映される仕組みが実現しています。脱炭素地域づく
りには、政治・経済・社会活動の担い手である個人の意識変革と行
動変容が必要です。その変化を促進するコミュニティレベルでの取
り組みがその重要度を増しています。 〈的場信敬〉
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WG

プロジェクトD
WG

プロジェクトC
WG

プロジェクトB
WG

プロジェクトA

投票・
立候補

WG代表者の
参画

参画・諮問

決議・提案

助言・提案参加型取組みの相談

情報提供

運営
サポート

PJの企画・
実践サポート

PJの
相談

区議会
LA21運営委員会

コミュニティの
サポートチーム

LA21
ウィーン

ウィーン市の政策への
インプット

・WGの代表者（住民）
・議会の全ての政党の代表
・区長・副区長
・LA21ウィーン職員など

図表3　ウィーン市のローカル・アジェンダ21 プロセス

図表4　LA21 プロセスで実現した「パークレッツ（Parklets）」

注目すべき点は、区のLA21の取組み全般を把握し意思決定するLA21運営委員会に、議
会の構成員が所属するすべての政党の代表が参加していることです。
そのため、ここで議論・決議された内容は、区運営の最高意思決定機関である区議会にお
いても、比較的スムーズに承認されることになります。既存の代表性民主主義を補完する
参加型民主主義のしくみを包含した区運営が実現しています。

パークレッツとは、欧米の道路によく見ら
れる歩道に並行に設定された駐車場の一部
を、コミュニティのために活用する取組み
です。車中心の都市計画に異を唱えた住民
の発案で実現し、現在はベンチや観葉植物
が設置され地域住民の憩いの場となってい
ます。
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写真：ウィーン中心部の「パークレッツ（Parklets）」
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ザルツブルク州のLA21の体制

州政府の「気候エネルギー戦略2050」の実現ツールの１
つとして位置付け 

中間支援組織「ザルツブルク空間計画・住居研究所
（SIR）」のSIRアドバイザーによる自治体向けサポー
ト　→   政治家の意志を導き出し、地域のプロジェクトに
つなげる重要な役割 

コア・チーム設立　→   キックオフ・イベント　→   個別
ワークショップ　→   未来プロファイル・持続可能性プロ
ジェクト、というパッケージ化されたプロセス
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ザルツブルク州内のLA21実践プロセス
ザルツブルク州内のLA21実践プロセス
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継続的な人材の養成：継続教育の役割

脱炭素・エネルギー政策分野におけるフォーマル教育の限定的な役割：　地域
社会のさまざまなリソースを繋いでプロジェクト化・政策化するコーディネー
ション、コミュニケーションなどの能力へのニーズ 

雇用の流動性が高い欧州の労働環境　→   日本においても、リカレントやリス
キリングへのニーズの高まり 

教育プログラムの充実（内容と機会）とプログラムで得た能力の見える化（修
了証、資格） 

それらの修了証や資格が組織内での昇進やキャリアチェンジに活用できる社会 

多様なプロバイダー：　大学、専門学校、エネルギー・エージェンシー、環境
NGO、商工会議所、業界団体など
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エネルギー研究所フォアアールベルク： 
エネルギー・アドバイザー養成講座

「エネルギー・アドバイザー」はオーストリア全土で通用する資格。養成講座は30年の歴
史を誇る 

国内のすべての州とそのエネルギー・エージェンシーが参加する質保証組織「ARGE-EBA 
(Arbeitsgemeinschaft Energieberater Innen-Ausbildung)」が、学習内容と質の統一化
及びカリキュラムのアップデートを行う 

基礎講座（Aコース）と上級講座（Fコース）：　基礎講座は誰でも受講可能。上級講座は
基礎講座の修了が条件 

上級講座は、チロル州のエネルギー・エージェンシー（エネルギー・チロル）と共同で開講 

受講生の多くは、アドバイザーを目指す人だが、単に知識のために受講してもOK →　ヒー
トポンプのメーカーが継続教育の一環として活用する例も 

修了者には修了証を発行　ー　エネルギー・エージェンシーで働く人は両方の講座を終了し
ていることが多い
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エネルギー研究所フォアアールベルク： 
「建築物・エネルギー基礎講座」（Aコース）

50時間の授業（個人による５時間の文献調査含む）＋修了試験（２時間） 

１週間の集中講座（１日あたり８～10時間！） 

受講料：EUR 980（休憩時のお茶代含む） 

講義内容： 
プラニングの基礎 
構造工学と建築物理学の基礎、建築材料と部材設計 
換気技術と気密試験 
温水の準備と分配 
熱分配と制御 
収益性、建物分析、補助金 
エネルギーコンサルティングの方法論、コミュニケーション
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公認エネルギー・コンサルタント講座（Fコース）

基礎講座（Aコース）を修了後、エネルギ・アドバイザーの資格取得
を望む人向けの上級講座 

120時間・11日間にわたる集中講座（12時間分の個人による文献調
査、10時間分のエネルギー性能証明に関する実地プロジェクト、10
時間分のエネルギー・コンサルティングの実地プロジェクトを含む） 

受講料：　EUR 2,100 

講義内容（一部）：法的枠組み、エネルギー戦略のための技術、エネ
ルギー証書、太陽光発電と蓄電、水力学と熱分布、建築評価システ
ム、コスト効率、未来のモビリティ、エネルギー・コンサルティング
におけるコミュニケーション
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ENERGIE AKADEMIE

ENERGIE TIROL – DIE UNABHÄNGIGE ENERGIEBERATUNG. 
AUS ÜBERZEUGUNG FÜR SIE DA.

ZERTIFIZIERTE/R ENERGIEBERATER/IN (F-KURS) 

Aufbauend auf den Lehrgang „Grundlagen der Energieberatung (A-Kurs)“ wird 
das Augenmerk besonders auf Spezialthemen des energieeffizienten Bauens und 
Sanierens gelegt. Die Ausbildung befähigt zu kompetenten Energieberatungen, 
zur Erstellung von Sanierungskonzepten, Energieausweisen* u.v.m. Die Zertifizie-
rung zur/m Energieberater/in erfolgt durch eine Prüfung gemäß den Richtlinien 
der ARGE EBA.

(*Auskünfte zur rechtlichen Befugnis über die Ausstellung von Energieausweisen erhalten Sie bei der WKO)

Berufliche Weiterbildung

INHALTE

 > HWB im Energieausweis

 > Haustechnik im Energieausweis

 > Haus der Zukunft

 > kostenoptimiertes Bauen

 > Gesetzliche Rahmenbedin gungen 

- RL6

 > Sanierung in Schutzzonen

 > Ökologie am Bau, OI3-Index

 > Luft- und Winddichte - Vertiefung

 > Wärmebrücken und 

Dampfdiffusion - Vertiefung

 > Thermografie

 > Schimmel 

 > Technologien für die Energiest-

rategie

 > Photovoltaik und Speicher

 > Komfortlüftung - Vertiefung

 > Hydraulik und Wärmeverteilung

 > Speichermassen, Bauteilakti-

vierung, Sommerliche Überwär-

mung

 > klimaaktiv Heizsysteme

 > Gebäude-Bewertungssysteme

 > Förderungen - Vertiefung

 > Förderoptimiert Bauen und Sa-

nieren

 > Baubook

 > Wirtschaftlichkeit

 > Mobilität der Zukunft

 > Kommunikation in der Energie-

beratung

 > Exkursion

 > Projektarbeit: 

Energieausweis

 > Projektarbeit: 

Energieberatungsprotokoll

ZIELGRUPPEN
Mitarbeiter/innen von Planungs- sowie von ausführenden Firmen im Be-
reich Bau- und Haustechnik mit entsprechender einschlägiger Berufsausbil-
dung sowie alle, die den A-Kurs absolviert haben und sich für eine Tätigkeit 
als Energieberater/in qualifizieren wollen.

Teilnahmevoraussetzungen:
Lehrgang „Grundlagen der Energieberatung (A-Kurs)“ 



エネルギー研究所フォアアールベルク： 
自治体職員向け講座

「気候保全総合講座」と「モビリティ（交通）講座」の２種類。気
候同盟ザルツブルクと共同で提供 

先進事例訪問など実践的な学びを重視 

２日間連続の講座を３回受講した上で、レポートを提出しパスする
と修了証を得られる 

受講生の多くは、自治体に入って間もない職員、e5自治体職員
も　ー　自治体の職員研修の場として機能 

受講料は州から50％の補助、残りは自治体から出るため個人の負
担はない
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継続教育の学びを社会に位置付ける 
資格フレームワーク

European Qualifications Framework (EQF)：学位と職能資格を統合して整理　
→   国別のNational QFをEQFに合わせることで、域内の留学や労働力の流動化
に対応 

イギリスでは、多くの業界団体や専門職団体がさまざまなレベルの職能資格を提
供：　最古参の専門職団体「City & Guild」だけでも、美容・健康、デジタル・IT、
エンジニア、農業、自然環境などの職能分野で350を超える資格を提供 

これらの職能資格は「Ofqual（職能資格を管理する政府組織）」のウェブサイト
で検索可能：　例）NOCN Level 5 Certificate for Certified Energy 
Efficiency Practitioner（NOCNが提供するレベル５Certificateの省エネ実務者
資格） 

イギリスでは、個人の取得した資格を「Personal Leaning Record」としてデー
タ化（教育省の機関が管理）
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EQFとRQF（英国のNQF）の互換表
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EQF

8 8 Award Certificate Diploma

7 7

6 6

5 5/4

4 3

3 2

2 1

RQF

基礎レベル3
基礎レベル2
基礎レベル1

1

博士レベル
修士レベル

学士レベル

10-120時間 130-360時間 370時間以上



日本での新たな取り組みと課題

キャリア段位制度の「エネルギー・環境マネージャー」：４つのレベルが
あり、検定試験（レベル１のみ）のほか、既取得の資格や講座の履修、実
務経験などについて、レベルに応じたチェックを受けて認定される 

「脱炭素アドバイザー」：　環境省が2023年に設定。３つの認定レベル
（ベーシック、アドバンスト、シニアアドバイザー）があり、研修プログラ
ムを提供する資格事業者が資格を授与（認定者は環境省） 

気候変動分野で活躍する人材へのインタビューからは、これらの資格への
認知度はまだ高くないことが伺える  

日本ではNQFが整備されておらず、これらの制度も互換性がないため、各
資格がどの程度の能力を有する資格として機能しているかがわかりにくい　
→  今後激化する海外との人材獲得競争で不利になる可能性

18



脱炭素アドバイザーの認定資格一覧
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資格名 資格事業者

JCNAカーボンニュートラル・アドバイザー・アドバンスト 一般社団法人日本カーボンニュートラル協会

GX検定アドバンスト 株式会社スキルアップNeXt

資格名 資格事業者

サステナビリティ検定「サステナビリティ・オフィサー」 一般社団法人金融財政事情研究会

サステナブル経営サポート 株式会社経済法令研究会（銀行業務検定協会）

SDGs・ESG金融 株式会社銀行研修社（一般社団法人金融検定協会）

炭素会計アドバイザー資格3級 一般社団法人炭素会計アドバイザー協会

GX検定ベーシック 株式会社スキルアップNeXt

※ 2024年9月30日時点で、脱炭素シニアアドバイザーの認定資格はなし

「脱炭素アドバイザー アドバンスト」の認定資格（2024年9月1日認定）

「脱炭素アドバイザー ベーシック」の認定資格（2023年10月1日認定）

出典：環境省「脱炭素アドバイザー資格の認定制度」ウェブサイト



ザルツブルク州の地域民主主義の解釈
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な
ど
、
専
門
知
識
が
必
要
な
政
策
テ
ー

マ
に
つ
い
て
は
、
政
策
策
定
も
そ
の
実

と
で
、
そ
の
後
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
や

気
候
変
動
対
策
を
よ
り
実
践
し
や
す
く

す
る
こ
と
が
狙
い
で
あ
る
。
そ
う
し
た

戦
略
を
も
と
に
、
ま
ず
は
自
治
体
が
率

先
し
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
や
気
候
変
動
対
策

を
実
践
し
成
果
を
示
し
つ
つ
、
地
域
の

利
害
関
係
者
の
取
り
組
み
を
サ
ポ
ー
ト

す
る
政
策
や
補
助
金
を
準
備
し
て
い
く
。

基
礎
自
治
体
レ
ベ
ル
の

制
度
・
組
織
づ
く
り

　
オ
ー
ス
ト
リ
ア
で
は
、
国
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
政
策
が
基
礎
自
治
体
レ
ベ
ル
の
取

り
組
み
を
ベ
ー
ス
に
考
え
ら
れ
て
お

り
、
そ
の
た
め
に
自
治
体
を
サ
ポ
ー
ト

す
る
制
度
や
組
織
な
ど
が
、
州
レ
ベ
ル

テ
ム
、
そ
し
て
、
具
体
的
な
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
を
進
め
る
た
め
の
資
金
プ
ロ
グ
ラ

ム
な
ど
、
国
・
州
・
自
治
体
が
連
動
し

て
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
を
実
践
し
て
い
く

基
盤
が
し
っ
か
り
と
整
備
さ
れ
て
い
る
。

成
熟
し
た
市
民
参
画
と

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ

　
オ
ー
ス
ト
リ
ア
で
は
、
国
か
ら
地
方

自
治
体
の
あ
ら
ゆ
る
レ
ベ
ル
で
、
市
民

参
画
や
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
と
い
っ
た

概
念
に
対
す
る
理
解
度
、
熟
度
が
と
て

も
高
い
。
こ
れ
は
単
に
、
市
民
参
画
の

プ
ロ
セ
ス
を
紋
切
り
型
に
行
っ
て
い
る

と
い
う
意
味
で
は
な
い
。
市
民
参
画
や

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
を
目
的
化
す
る
こ

と
な
く
、
あ
く
ま
で
持
続
可
能
な
地
域

社
会
実
現
の
「
ツ
ー
ル
」
と
し
て
、
ど

の
よ
う
に
地
域
に
合
っ
た
使
い
方
を
行

う
の
か
を
し
っ
か
り
と
考
え
て
い
る
。

　
こ
の
熟
度
を
示
す
例
と
し
て
、
ザ
ル

ツ
ブ
ル
ク
州
の
取
り
組
み
を
紹
介
し
た

い
。
こ
の
州
で
は
、
一
九
九
二
年
の
国

連
環
境
開
発
会
議
に
お
い
て
、
持
続
可

能
な
発
展
の
実
現
ツ
ー
ル
と
し
て
設
定

さ
れ
た
「
ロ
ー
カ
ル
・
ア
ジ
ェ
ン
ダ
21

（
L
A
21
）」
を
、
地
域
の
民
主
主
義
の

熟
度
を
高
め
る
ツ
ー
ル
と
し
て
明
確
に

位
置
づ
け
て
運
用
し
て
い
る
。
L
A
21

州
内
自
治
体
の
実
践
を
支
え
る
中
間
支

援
組
織
を
整
備
し
た
上
で
、
各
自
治
体

の
特
徴
に
合
わ
せ
た
L
A
21
の
サ
ポ

ー
ト
を
提
供
し
て
い
る
。
政
治
家
に
よ

る
「
議
会
制
民
主
主
義
」
と
、
市
民
の

投
票
行
動
に
よ
る
「
直
接
民
主
主
義
」

に
加
え
て
、
L
A
21
の
よ
う
な
市
民
の

積
極
的
参
画
に
よ
る
「
参
加
型
民
主
主

義
」
を
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
中
に
位
置
づ
け

つ
つ
、
あ
く
ま
で
議
会
制
民
主
主
義
を

補
完
す
る
機
能
と
し
て
明
確
な
ス
タ
ン

ス
を
示
し
て
い
る
。
そ
し
て
そ
の
バ
ラ

ン
ス
取
り
を
、
自
治
体
外
部
の
独
立
し

た
中
間
支
援
組
織
に
担
わ
せ
て
い
る
と

こ
ろ
も
興
味
深
い
。
市
民
参
画
と
い
う

言
葉
は
、
と
も
す
れ
ば
「
絶
対
善
」
と

し
て
常
に
あ
る
べ
き
も
の
と
し
て
捉
え

ら
れ
が
ち
だ
が
、
ザ
ル
ツ
ブ
ル
ク
州
で

は
、 冷
静
に
こ
れ
ら
三
つ
の
民
主
主
義

の
形
を
地
域
の
実
態
に
即
し
て
組
み
合

わ
せ
る
考
え
で
、
む
し
ろ
そ
れ
が
、
地

に
力
を
入
れ
て
お
り
、
電
力
、
熱
、
交

通
を
含
む
最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
に

対
す
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
割
合

は
三
三
・
四
パ
ー
セ
ン
ト
で
、
こ
の
数

字
は
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
第
四
位
、
電
力
に

限
れ
ば
七
二
・
六
パ
ー
セ
ン
ト
（
二
〇

一
六
年
）
と
第
一
位
を
誇
る
。

　
政
府
は
二
〇
三
〇
年
ま
で
に
国
内
の

電
力
を
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
で
一
〇

議会制民主主義

州議会・政府、
地方自治体首長

直接民主主義 参加型民主主義

国民投票､
直接請求､署名

アジェンダ21､
市民議会、

参加型地域プロジェクトなど

自治体から独立した中間支援組織が、この図を用
いて州のガバナンスのあり方を説明できることが、
地域民主主義の熟度をよく示す

出典：SIR（中間支援組織）のプレゼンテーション資料

図3　ザルツブルク州の地域民主主義の概念図

ランゲンエック村中心部のパッシブハウス基準で建てられた幼稚園。幼少期
からこのような建物に触れる体験が、環境への意識を高める

パッシブハウス基準
で改築中の小学校。
分厚い天井と壁で高
い断熱性能を図る

ハルトベルク市の電気自動車のシェアリング・サービス。自治体の規
模に関わらず同様のサービスを展開しているところが多くみられる

オーストリアの先進性に学ぶ巻頭言
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出典:SIR訪問時のプレゼン資料
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